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研究成果の概要（和文）：本研究において、私立学校にも発達障害をはじめ特別な配慮を要する幼児児童生徒が在籍し
ているにもかかわらず、組織的に対応できていない問題状況が浮き彫りになった。私立学校の独自性を尊重しながらも
、私立学校にも特別支援教育システムを早急に構築していくことが不可欠である。今後、私立学校における特別支援教
育の体制整備を積極的に促進することにより、従来の私立学校教育における「私立学校法と学校教育法」「独自性と公
共性」という二項対立が次第に解消されて、特別支援教育を行うことが私立学校の「公共性」を担保するとともに、私
立学校ならではの教育の「独自性」の展開の可能性を広げていくことになると考える。

研究成果の概要（英文）：In this study, the current situation and the issues of the system maintenance for 
special needs education in private schools are examined by taking the factual survey about the reality 
and the issues of the students who need the special supports such as the developmental disabilities. 
Despite the large number of students who need the special supports such as the developmental disabilities 
in private schools, the problem situation that they are not systematically treated became distinct. The 
faculties’ recognitions of difficulties and needs of the students have developmental disabilities in the 
board of trustees of private schools and private school associations are not sufficient. Therefore, it is 
crucial to construct the system of special needs education immediately in private schools while 
respecting the private school’s originalities.

研究分野： 特別支援教育、特別ニーズ教育

キーワード： 特別支援教育　幼小中高一貫　私立学校　特別ニーズ教育　インクルーシブ教育　発達障害　特別な教
育的配慮　丁寧で面倒見のよい教育
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１． 研究開始当初の背景 
2007 年度の学校教育法等の一部改正によ

る特別支援教育の制度化により、小・中学校
からまず取り組まれ始めた特別支援教育は、
その後、幼稚園・高校・大学も含んで拡がっ
てきており、各学校種において特別支援教育
を構築し、幼児児童生徒等が抱える多様な困
難・ニーズへの支援の具体化が早急の課題と
なっている。特別な配慮を要する幼児児童生
徒等に関する実態の把握や支援に関する調
査研究がなされているものの、そのほとんど
は公立学校に関するものであり、国立および
私立学校において特別な教育的支援を必要
とする幼児児童生徒の実態や支援に関する
先行研究はきわめて少ない（高橋・石川・田
部：2010・2011）。 
文部科学省「特別支援教育の推進について

（通知）」（2007）に明示されているように特
別支援教育は国公私立学校において共通に
実施されるべき教育であるが、とくに私立学
校の特別支援教育の実態は未だ明らかにさ
れておらず、私立学校の特別支援教育の体制
整備は大幅に遅れている。私立学校における
特別支援教育は国・行政レベルでの対応も大
きく遅れ、各私立学校の自助努力に任せる傾
向にあり、昨今の少子化や景気問題など私立
学校を取り巻く厳しい状況も重なって進展
していない現状がある。また私立学校におけ
る独自の教育理念・方針も特別支援教育の体
制整備に歯止めをかけている側面もある。 
しかし一方で、同一学校法人内に多様な学

校種をもつ私立学校法人では複数学校種に
連続して在籍する幼児児童生徒が多く、教育
の理念・方針への共感や情報共有、教育の連
続性・継続性を保ちやすい環境などがある。
現在進められている特別支援教育は障害等
の特別な配慮・支援を必要とする子どもを対
象にしているが、将来的には対象を限定せず、
全ての児童生徒への「ユニバーサルデザイン
教育」へと転換が必要と考える。私立学校の
「丁寧できめ細やかな面倒見のよい教育」を
特別支援教育の観点から見直すことにより、
わが国におけるインクルーシブ教育、教育の
ユニバーサルデザイン化の推進が期待でき
るであろう。 
私立学校の「丁寧できめ細やかな面倒見の

よい教育」と特別支援教育との融合、支援の
あり方に関する研究を行い、幼小中高一貫の
切れ目のない特別支援教育システムの開発
に取り組むことは、国公私立に共通して求め
られている特別支援教育の不可欠の課題で
ある。 
中教審答申（1999）に示された学校段階間

の連携・接続は、発達障害等の特別な配慮を
要する児童生徒の対応においても重要な課
題であり、本研究において私立学校における
幼小中高一貫の特別支援教育のあり方を検
討することは、公立学校も含めたわが国全体
の特別支援教育のあり方を検討する際にも
重要な視点となる。 

「幼稚園・小学校・中学校・高等学校」の
切れ目のない一貫した特別支援教育システ
ムを起ち上げていくためには、特別な配慮を
要する幼児・児童・生徒の現状と実態を正確
に把握することが前提となるが、本研究がそ
の最初の実証的作業に位置づくものである。 
 
２． 研究の目的 
本研究「幼小中高一貫した特別支援教育シ

ステム開発の実証的研究：私立学校を事例に」
は、現在大きな実践的課題となっている、就
学前教育から高校卒業までの切れ目のない
一貫した特別支援教育システム開発の基礎
研究として、「幼稚園・小学校・中学校・高
校」の複数学校種を経営する学校法人（私立
学校）に在籍する発達障害等の特別な配慮を
要する幼児児童生徒の教育現状、特別支援教
育の体制整備状況、進路・移行支援の実態等
を、調査を通して総合的に検討し、現代の国
公私立学校に共通して求められている「幼稚
園・小学校・中学校・高校」の一貫した切れ
目のない特別支援教育システムの開発に向
けた課題を実証的に解明することを研究の
目的とした。 
 
３． 研究の方法 
以下の研究作業に取り組んだ。①私立学校

の特別支援教育に関する議論や施策の進展
状況の動向をレビュー。②私立学校ウェブサ
イト調査を通して特別支援教育関連の取組
みを収集し私立学校の特別支援教育を検討。
③全国私立幼小中高管理職への質問紙法調
査を通して私立学校在籍の発達障害等の特
別な配慮を要する生徒の教育実態と特別支
援教育体制整備の課題を検討。④全国私立小
中高養護教諭への質問紙法調査を通して私
立学校在籍の発達障害等の特別な配慮を要
する生徒の教育実態を検討。⑤全国の私立学
校法人理事会調査を通して特別な配慮を要
する幼児児童生徒に対する学校法人の一貫
的支援の課題を検討。⑥幼小中高の接続問題
について発達障害の本人・保護者がどのよう
に認識しているのかを実態調査を通して検
討。⑦高校における発達障害生徒の学習・学
校生活・進路の困難・ニーズについて本人・
保護者の実態調査を通して検討。 
 
４． 研究成果 
本研究の主たるテーマは、私立学校の幼稚

園から高校までの複数学校種において、発達
障害等の特別な配慮を要する幼児児童生徒
の支援・教育をいかにして連続的に、一貫し
て行えるかということである。その実現の諸
課題を明らかにするために、様々な角度から
実態調査を行って検証してきた。 
その結果、私立学校の特別支援教育は、公

的支援がほとんどないなかで大きく遅れ，各
校の自助努力に任される傾向がある。加えて、
同一学校法人内の各学校種の特別支援教育
を連続的に、一貫して行うための組織的基盤



そのものが、私立学校には不十分であった。
学校教育法、発達障害者支援法等に規定され
る発達障害児者への教育に関する権利保障
や特別支援教育の実施を、私立学校法で認め
られた独自の教育の展開、建学の精神や教育
方針、生徒募集の方向性等を根拠に遂行して
いない私立学校の現実が明確に示される結
果である。 
私立学校において、これらの法律は遵守さ

れず、当然遂行されるべき特別支援教育に関
する課題は無視されている傾向が強いとい
っても過言ではない。そこに在籍する特別な
配慮を要する幼児児童生徒は法的には当然
受けられるはずの支援・教育を十分に享受で
きないまま学校生活を送っていることも多
い。なかには、適切な支援・教育を受けられ
ずに学校不適応となり、保健室登校、不登校、
転学・退学などに至る場合もある。法的根拠
を以って遂行すべき課題に向き合いきれて
いないことが、子どもの有する困難・ニーズ
の複雑化・甚大化の引き金になり得ることを
学校経営者・管理職・教職員は深く自覚すべ
きである。 
私立学校において未だ特別支援教育を受

け入れられない学校や教職員が多く存在し、
特別支援教育の体制整備推進や特別な教育
的配慮を要する生徒への対応が遅れている
現状は、従来の私立学校教育における「私立
学校法と学校教育法」「独自性と公共性」と
いう二項対立の反映でもあると考えられる。
そのことは、これまでに実施してきた私立学
校の調査において「私立学校はその教育の独
自性が法的に守られているので、必ずしも特
別支援教育に取り組まなくてもよい（障害の
ある生徒を受け入れなくてもよい）」と学校
教育法等の一部改正による特別支援教育の
制度化の意味を真に理解していない意見が
多く出されたことにも明示されている。 
今後、私立学校における特別支援教育の体

制整備を積極的に促進することにより、従来
の私立学校教育における「私立学校法と学校
教育法」「独自性と公共性」という二項対立
的な問題が次第に解消されて、すべての学校
で特別支援教育を行うことが私立学校の「公
共性」を担保するとともに、私立学校ならで
はの教育の「独自性」の展開の可能性を広げ
ていくと考えられる。私立学校においても特
別支援教育を行うことは、「すべての子ども
に最適・最善の教育を準備する」という現代
的意義を有しているであろう。 
こうした問題を踏まえた上で、私立学校の

幼稚園から高校までの複数学校種において
特別な配慮を要する幼児児童生徒への支援
や特別支援教育を一貫して行うための方策
を導き出すとするならば、まず、同一学校法
人内に多様な学校種をもつ私立学校法人で
は、複数学校種に連続して在籍する児童生徒
が多く、そのため私立学校では教育の理念・
方針への共感や情報共有、教育の連続性・継
続性を保ちやすい環境などがあることを最

大限に活用すべきである。 
私立学校は「ていねいできめ細やかな教育」

による一人ひとりを大切にした指導、児童生
徒の在籍が同一学校法人内の複数学校種に
跨ることや教職員の人事異動がないといっ
た「長い期間」の確保、複数学校種の「接続・
移行がスムーズ」など、公立学校で重点課題
となっている学校間の接続に関わる有効な
プライオリティがある。こうしたプライオリ
ティを活用することで、私立学校は、連続的
な発達支援システムのなかで、在籍する発達
障害等の特別な配慮を要する幼児児童生徒
の発達を、時間をかけて丁寧に支えることが
可能である。 
本研究の調査結果では、「公立と違い、転

勤が少ないことから継続して特別支援教育
に取り組むことができる。卒業後のサポート
も充実させることができ、生徒・保護者の信
頼を得られる。さらに特別支援教育の充実を
図るべきである」（私学協会）との意見もあ
った。学校法人において系列の幼稚園・小学
校・中学校・高校・専修学校・大学など、学
園が一貫して特別支援教育に取り組むこと
は多くの学校が「必要」ととらえており、理
事会からは多くの意見が寄せられた。私立学
校の特性を活かした特別支援教育の展望を
示唆するものである。 
本研究の各種調査を踏まえ、今後、私立学

校における特別支援教育をより一層充実さ
せる必要がある。私立学校の各学校種におい
ては、一貫・連続して特別支援教育を推進す
るための課題として以下の 3 点を挙げる。①
各学校種の特別支援教育の体制整備を確実
に行い、実質的な運用を図ること。そして同
一学校法人内の連携・協働が私立学校におけ
る特別支援教育の確たる基盤となるよう、法
人内のネットワークを構築すべきである。②
行政・教育委員会・教育センター、公立学校、
医療・福祉・労働等の専門機関などが私立学
校、私立学校協会等各組織も含みこんでネッ
トワークを形成し、協働していく必要がある。
③国・行政は私立学校における特別支援教育
推進に必要な財源の保障のために、従来の私
学助成金とともに必要な財政措置を行なう
こと、私立学校が公的資源を弾力的に活用で
きるようにする体制の検討が緊要である。 
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Dalarnas Tidningar, p.13, Torsdag 28 
mars 2013． 

⑩ スウェーデンにおける新聞報道：
「 Japaner inspireras av 
Ljungbergsgymnasiet」,dt Falu Kuriren, 
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めに―高橋智・東京学芸大学教授―」『日
本教育新聞』2013 年 11 月 25 日付 
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p/satoru1.html 
 
② 東京学芸大学特別支援教育  
http://sne-gakugei.jp/teaching/user/takah/i
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